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1. はじめに 

 現代の⽇本における公益法⼈や⾮営利組織（NPO）は、多様化する社会課題に対し、従来の⾏政サー
ビスでは届かない領域を埋める重要な担い⼿として期待されている。しかし、これらの組織が活動を継
続・発展させるための⾃主財源を確保しようと事業活動を拡⼤させる際、常に突き当たるのが「⺠業圧
迫」あるいは「営利競合」という批判である。2008 年の公益法⼈制度改⾰により、法⼈のガバナンス及
び公益性の判断枠組みが整理された⼀⽅で、営利企業側からは「⾮課税等の優遇措置を受ける法⼈が、
同⼀市場で商業活動を⾏うことは不当な競争である」との不満が根強く存在する（政府税制調査会, 
2000）。 
 これに対し、欧⽶諸国に⽬を転じると、⾮営利組織が⼤規模な収益事業を展開しながらも、⽇本のよ
うな⽂脈での営利競合論が社会問題化しにくい実態がある。例えば英国では「⽬的主義」に基づき、チ
ャリティの⽬的に直結する事業は「主たる⽬的のための事業（Primary Purpose Trading）」として広く
許容されている（Charity Commission for England and Wales, 2023）。また⽶国では、不公正競争を抑
制するための「⾮関連事業所得税（UBIT）」という税制上の調整弁を設けることで、市場における競争
条件の平準化を図っている（Brody, 2012）。 
 表１は、⽇本、英国、⽶国に加え、カナダ、オーストラリア、ニュージーランドにおける課税の基本
原理を整理したものである。 
 
表１ ⾮営利組織の収益事業に対する課税原理の国際⽐較 

国・地域 基本原理 税制の論理と実際の運⽤ 

⽇本 ⾏為主義 
(列挙主義) 

政令(法⼈税法施⾏令第 5 条)が限定列挙する 34 の収益事業に該当すれ
ば、活動の⽬的や収益の使途を問わず⼀律に課税される。 

英国 ⽬的主義 
チャリティの⽬的（慈善⽬的）を直接実現する事業（Primary Purpose 
Trading）は原則⾮課税。⽬的に直結しない事業は、原則課税されるか、
事業⼦会社（Trading Subsidiary）に分離して営まれる。 

ニュージーラン
ド ⽬的主義 登録チャリティが専らチャリティ⽬的のために営む事業から⽣じる所得

は、所得税法（2007 年）第 CW42 条により⾮課税とされる。 

⽶国 関連性主義 
免税⽬的の達成と「実質的に関連する(substantially related)」事業は⾮
課税。関連しない事業には、通常の法⼈税と同率の UBIT(⾮関連事業所
得税)を課す。 

カナダ 関連性主義 「関連事業（related business）」の法理を採⽤し、⽬的達成に直結する
事業、⼜はボランティアが実質的に運営する事業は⾮課税とされる。 
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国・地域 基本原理 税制の論理と実際の運⽤ 

オーストラリア 包括免税主義 
ACNC に登録され、ATO の認定（endorsement）を受けたチャリティ
は、事業が⽬的に関連するか否かを問わず、団体の所得全体が⾮課税と
なる。 

 

 この表から明らかなように、⽇本の「⾏為主義（列挙主義）」は他国と⽐べ独特の位置を占めるが、
後述するとおり、この列挙主義⾃体、導⼊当初は⽶国の UBIT やカナダの関連事業（related business）
法理と同様、「⾮課税の特権を持つ法⼈と⺠間営利法⼈との競争条件を均衡させる」という発想に基づ
いて設計されたものであった1（助川樹, 2016）。本稿では、⽇本、英国、⽶国、カナダ、オーストラリ
ア、ニュージーランドの 6 カ国を中⼼とした⽐較分析を通じて、⽇本において「⺠業圧迫論」が繰り返
し先鋭化する制度的・歴史的な背景を明らかにする。 
 

2. ⽇本における「営利競合論」の構造 

2.1 法⼈税法における「⾏為主義」の限界 

 ⽇本の⾮営利セクターにおいて「営利競合論」が絶えず再⽣産される要因の⼀つは、現⾏の法⼈税法
が採⽤している「⾏為主義（列挙主義）」の課税体系にある。⽇本の法⼈税法は、収益事業の意義を政
令に委任しており、法⼈税法施⾏令第 5 条は、物品販売業、不動産販売業、⾦銭貸付業等、限定列挙さ
れた 34 の事業（「特掲 34 業種」）に該当し、かつ継続して事業場を設けて営まれるものに対して法⼈
税を課すこととしている（⾦⼦, 2021；中⾥ほか, 2021）。 

 この制度の特徴は、事業から得られた収益が最終的にどのような公益⽬的に充当されるかという「⽬
的（ミッション）」や「使途」を問わず、外形的な「⾏為」の該当性のみで課税の可否を判断する点に
ある。もっとも、この列挙主義は歴史的には競争公平性の発想と無縁ではなかった。1950 年の導⼊時、
対象業種は、旧営業税（1947 年に地⽅税へ移管され、翌 1948 年に事業税へと改組された）の課税対象
業種を引き継ぐ形で 29 業種とされ、「⺠間営利法⼈と競合関係にある事業を特掲して課税の均衡を図る」
という趣旨が明確に存在していた（助川樹, 2016）。したがって⽇本の制度の問題は、競争公平性という
発想の不在それ⾃体ではなく、その後の制度運⽤が、事業の実質的な性質や公益⽬的との関連性を問う
動的な基準（英⽶加豪 NZ の⽬的主義・関連性主義）ではなく、限定列挙された業種リストへの形式的該
当性という静的な基準に固定化されてしまった点にあるといえる。 

2.2 「官」主導の公益観と⺠業圧迫論 

 このような法制度上の枠組みに加えて、⽇本特有の歴史的・⽂化的な「公益観」も営利競合論を先鋭
化させる⼀因となっている。明治期の旧⺠法制定以来、⽇本においては⻑らく「公益は官（⾏政）が担
うもの」という理解が根強く存在してきた（⼭内, 1997）。この歴史的経緯から、⺠間法⼈が⾃律的に公
益を担い、市場を通じて価値を提供するというアプローチに対する社会的な理解は、必ずしも⼗分に共
有されているとは⾔い難い。 

 そのため、⾮営利組織が収益事業を通じて市場に参⼊すると、営利企業側からは「⾮課税措置や補助
⾦といった優遇を持つ組織が、同じ市場で事業を⾏うのは不公平である」との反発を招きやすい。こう

 
1現⾏の収益事業 34 業種は、物品販売業、不動産販売業、⾦銭貸付業等を含む（法⼈税法施⾏令第 5 条第 1 項）。1950 年（昭和
25 年）の導⼊時点では、旧営業税（昭和 22 年に地⽅税へ移管され、翌昭和 23 年に事業税へと改組された）の課税対象業種を引き
継ぐ形で 29 業種とされ、以後、⺠間営利法⼈の経済活動の変化に応じて数次の改正を経て 34 業種まで拡張された（助川樹, 2016）。 
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した批判は、⾮営利組織の事業活動が本来持つ「市場の失敗の補完」や「社会的課題の解決」といった
意義よりも、市場競争における条件の差異のみに焦点を当てる傾向がある（⼭内, 1997）。 

 

3. 英国における「⽬的主義」と事業の正当化 

3.1 「主たる⽬的のための事業」の法理 
 英国のチャリティ法制において、事業活動が正当化される主な根拠は「⽬的主義」にある。英国では、
チャリティがその設⽴⽬的（慈善⽬的）を達成するために直接⾏う事業を「主たる⽬的のための事業
（Primary Purpose Trading）」と呼び、これらの活動から⽣じる収益は、その外形がどれほど商業的で
あっても原則として⾮課税とされる2（Charity Commission for England and Wales, 2023）。⽇本の「⾏
為主義」が「何を売るか」という事業種別に着⽬するのに対し、英国の「⽬的主義」は「なぜその事業
を⾏うのか」という⽂脈を重視する（Luxton, 2001）。 
 
3.2 営利競合論の回避と社会的合意 
 英国において営利競合論が深刻化しにくい理由の⼀つは、この「⽬的適合性」に対する社会的・制度
的な信頼にある。チャリティが事業を⾏うことへの社会的合意は、「慈善⽬的の達成に資する限り、そ
の⼿法として事業を⽤いることは合理的である」という理解に基づいている（⽩⽯, 2024）。また、チャ
リティ委員会（Charity Commission）が事業活動の⽬的適合性を監督する権限を有しており、この監督
機能が公益性の質を⼀定程度担保している。 
 
3.3 事業⼦会社によるリスク隔離と公平性の担保 
 他⽅、慈善⽬的とは直接関連のない事業（Non-primary purpose trading）については、英国では「事
業⼦会社（Trading Subsidiary）」を設⽴して⾏うことが⼀般的である（Charity Commission for 
England and Wales, 2023）。この分離モデルには⼆つの機能がある。第⼀に、チャリティ本体の資産を
商業的リスクから保護すること、第⼆に、⽬的外事業に対しては通常の法⼈税を課すことで、営利企業
との競争条件を平準化することである。⼦会社が得た利益は、寄附の仕組み3を通じて親組織であるチャ
リティに還流されることで実質的に⾮課税となるが、この切り分けが、営利企業側の不公平感を抑制す
るメカニズムとして機能している（公益法⼈協会, 2020）。 
 なお、⽬的外事業であっても、その規模が⼩さい場合には「⼩規模事業免税（small trading 
exemption）」により法⼈税が課されない。現⾏の限度額は、チャリティの年間総収⼊が 32,000 ポンド
未満の場合は 8,000 ポンド、32,001 ポンドから 320,000 ポンドまでの場合は総収⼊の 25％、320,000 ポ
ンドを超える場合は 80,000 ポンドであり、この限度を超えると当該事業から⽣じた利益の全額が課税対
象となる（HM Revenue and Customs, 2026）。この免税枠が存在することにより、⼩規模なチャリテ
ィは事業⼦会社を設⽴せずとも⼀定の付随的な収益活動を⾏うことができる⼀⽅、⼀定規模を超える⽬
的外事業は必ず課税⼜は⼦会社化の対象となるため、営利企業との競争条件の均衡が確保されている。 
 

 
2「主たる⽬的のための事業」に該当する典型例として、教育を⽬的とするチャリティによる教科書の販売や、リハビリテーション
を⽬的とするチャリティによる訓練の⼀環としての物品製造・販売等が挙げられる（Charity Commission for England and Wales, 
2023）。 
3厳密には、英国税法上「Gift Aid」は個⼈による寄附に適⽤される仕組みであり、事業⼦会社から親チャリティへの利益還流は、
法⼈税法（Corporation Tax Act 2010）第 189 条以下（定義は同第 190 条）に定める「適格チャリティ寄附（qualifying charitable 
donation）」として規律される。実務上はこれも広く「Gift Aid」と呼び習わされることが多い。 
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4. ⽶国における「UBIT」と関連性主義 

4.1 UBIT 制度の導⼊背景 
 ⽶国の内国歳⼊法（Internal Revenue Code）501(c)(3)に基づく公益組織（Public Charity）および私
的財団（Private Foundation）は、⾃らの免税⽬的の達成に資する事業活動を⾏うことが法的に前提とさ
れており、その活動を通じて収益を得ることが制度上認められている。⽶国法制においては、⾮営利組
織であっても⾃主財源の獲得やミッションの遂⾏に伴う事業活動を⾏うこと⾃体は原則として広く肯定
的に捉えられており、単に対価を得てサービスや商品を提供していることのみをもって免税資格が否定
されるわけではない。 
 しかし、このような事業活動の⾃由を保障する⼀⽅で、⾮営利組織の事業展開を適正な枠組みの中に
収めるために不可⽋となるのが、1950 年の歳⼊法により導⼊された「⾮関連事業所得税（UBIT: 
Unrelated Business Income Tax）」という制度的仕組みである。導⼊の契機の⼀つとされるのが、1947
年に篤志家グループがパスタ製造会社（C.F. Mueller Company）の株式をニューヨーク⼤学（NYU）法
科⼤学院に寄附し、同校が同社を⾮課税の関連会社として保有・運営した事案である。この措置に対し、
競合する営利企業や議会から「免税特権を利⽤した不当な競争優位である」との批判が⽣じ、これを受
けて⽶国議会は、免税法⼈が本来の⽬的とは無関係な事業（unrelated business）を⾏うことで⽣じる競
争上の歪みを是正するための仕組みを構築した（Fishman et al., 2021）。 
 
4.2 「実質的関連性」を軸とした市場競争の肯定 
 UBIT 制度の核⼼は、当該事業が免税⽬的の達成に「実質的に関連している（substantially related）」
か否かという点にある4。事業内容が組織のミッション達成に直接寄与するものであれば、その規模や商
業的性質にかかわらず、⾮課税が維持される（Hopkins, 2023）。具体例としては、⾮営利病院の医療サ
ービス、⼤学の授業料、美術館の⼊館料等が挙げられる。⽶国では、これら「関連事業」が市場で営利
企業と競合すること⾃体は許容されている（Brody, 2012）。 
 
4.3 営利競合論の制度的吸収 
 ⽶国において「⺠業圧迫」という論点が⽇本ほど深刻化しにくい理由の⼀つは、UBIT が競争条件の平
準化装置として機能していることにある（Brody, 2012）。本来の⽬的と関連のない事業については、通
常の営利企業と同じ法⼈税率が課される。「関連のない事業には、企業と同じ税⾦を課す」というルー
ルが存在することで、営利企業側からの不公平だとの批判が制度内で⼀定程度処理されているといえる。
もっとも、UBIT の適⽤範囲や「実質的関連性」の判定基準を巡っては、⽶国内でも継続的な議論があり、
これによって競争問題が完全に解消されているわけではない点には留意を要する。 
 
5. カナダにおける「関連事業」法理と黙⽰的な競争調整 

5.1 制定法によらない黙⽰的規律 
 カナダの所得税法（Income Tax Act）第 149.1 条は、登録チャリティ（registered charity）を慈善団
体（charitable organization）、公的財団（public foundation）、私的財団（private foundation）の三類
型に区分した上で、このうち慈善団体および公的財団については「関連事業（related business）」を営

 
4⽶国の判例上、UBIT の課税対象となるためには、（1）当該活動が「事業（trade or business）」に該当すること、（2）当該活
動が「規則的に営まれている（regularly carried on）」こと、（3）当該活動が免税⽬的の達成と「実質的に関連しない」こと、と
いう 3 要件をいずれも満たす必要がある（United States v. American Bar Endowment, 477 U.S. 105 (1986)；Hopkins, 2023）。 
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むことを許容する⼀⽅（同条第 2 項・第 3 項）、私的財団については関連・⾮関連を問わずいかなる事
業活動も禁⽌している（同条第 4 項）（Income Tax Act, R.S.C. 1985, c.1 (5th Supp.), s.149.1）。同条
は「関連事業」の内容を積極的に定義しておらず、その具体的な判断基準はカナダ歳⼊庁（CRA）の政
策指針 CPS-019「関連事業とは何か」（2003 年）に委ねられている（Canada Revenue Agency, 2003）。
同指針によれば、関連事業は（1）チャリティの⽬的と結びつき、かつこれに従属する事業、⼜は（2）
実質的にボランティアによって運営される事業のいずれかに該当する必要がある（Canada Revenue 
Agency, 2003）。 
 ここで注⽬すべきは、カナダ制度が持つ硬軟併せ持つ構造である。カナダでは、⽶国のように本体で
「⾮関連事業」を実施して課税を受ける枠組み（UBIT）が存在せず、⾮関連事業の直接実施が⼀律に禁
⽌されている。しかしその反⾯、CRA の指針等を通じて「関連事業」の概念を柔軟かつ広範に解釈する
ことで、⾮営利組織の実務的な収益ニーズとのバランスを図る運⽤がなされている。 
 こうした制度設計の経緯には特有の歴史的背景が存在する。1960 年代の税制改⾰論議の過程で、カナ
ダ政府は⽶国における⾮関連事業所得課税（UBIT）の導⼊経験を検討した上で、あえて「関連事業活動」
の意義を制定法上明⽂化せず、その具体的な線引きを CRA の⾏政解釈に委ねるという⽅針を採った
（Carters Professional Corporation, 2008）。これは、⽬的適合性の判断枠組みを判例と⾏政指針の蓄積
によって具体化してきた英国や、UBIT という税制上の調整弁を制定法上明確に設けた⽶国とも異なる、
⾏政指針依存型のアプローチといえる。 
 
5.2 段階的制裁とリスク遮断構造 
 登録チャリティが⾮関連事業（unrelated business）を営んだ場合、CRA は段階的な制裁を科す。初
回違反に対しては当該事業から⽣じた総収⼊の 5％相当額の罰⾦、5 年以内の再犯に対しては同 100％相
当額の罰⾦及び領収書発⾏特権の停⽌、さらに重⼤な事案については登録チャリティとしての地位その
ものの取消しという、明確な⾏政制裁の階梯が設けられている点は、⽇本や英⽶にはみられないカナダ
独⾃の特徴である（Charity Law Group, n.d.）。他⽅、英国の事業⼦会社（Trading Subsidiary）と同様、
チャリティが⽬的外事業を別法⼈として切り離し、その税引後利益を寄附という形でチャリティ本体に
還流させる実務が広く定着しており、これが商業的リスクの遮断と競争条件平準化の双⽅に資している
（Charity Law Group, n.d.）。 
 
5.3 営利競合論の低調さ 
 カナダにおいて、⽇本のような「⺠業圧迫論」が社会問題として先鋭化した例はほとんどない。この
背景には、「関連性・従属性」という動的な基準を採⽤しつつも、CRA の⾏政指針が継続的な解釈の明
確化を担い、かつ事業⼦会社を通じたリスク遮断の実務が浸透していることで、営利企業側の不公平感
が制度運⽤の⽔準で吸収されている点が指摘できる（Brouard, n.d.）。 
 

6. オーストラリアにおける包括免税主義と競争中⽴性 

6.1 ACNC と ATO による包括的⾮課税 
 オーストラリアでは、2012 年に設⽴された⾮営利団体規制機関 ACNC（Australian Charities and Not-
for-profits Commission）にチャリティとして登録されることが、税務上の優遇措置を受ける前提条件と
なっている。制度上、実務窓⼝である ACNC を通じてチャリティ登録と同時に税務当局 ATO
（Australian Taxation Office）への税制優遇申請を⼀括して⾏う連動登録⽅式（ワンストップ申請）が
整備されており、ACNC での認定を経て ATO からのエンドースメント（endorsement：承認・認定）を
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受けることで、免税措置が適⽤される仕組みとなっている。この認定を受けたチャリティは、個々の事
業活動が⽬的と直接関連するか否かを問わず、団体全体の所得が⼀律に⾮課税とされる（ATO, 2026）。
これは、事業ごとに⽬的適合性や関連性を個別に判定する英・⽶・加の⽅式とは異なり、団体単位での
包括的免税（comprehensive exemption）を採⽤する点で際⽴った特徴を有している。 
 
6.2 競争中⽴性をめぐる政策論争と UBIT 導⼊の頓挫 
 もっとも、オーストラリアにおいてもチャリティの商業活動と営利企業との競争条件は、繰り返し政
策論議の対象とされてきた。1995 年の産業委員会（Industry Commission）報告書「Charitable 
Organisations in Australia」は、⾮営利セクターの事業活動のあり⽅を広く検討する契機となった
（Industry Commission, 1995）。さらに 2010 年前後のヘンリー税制レビューを受け、当時のギラード
政権は 2011〜2012 年度予算において、⾮関連事業所得のみを課税対象とする⽶国型 UBIT の導⼊
（Better Targeting for Not-for-Profit Tax Concessions）を提案した（McGregor-Lowndes, Turnour and 
Turnour, 2011）。しかし⾮営利セクターからの強い反発を受けて施⾏は繰り返し延期され、政権交代後
の 2013 年 12 ⽉ 14 ⽇、アボット政権は当該措置を「実施しない（will not proceed）」と正式に公表し
た。その際、政府は歳⼊上のリスクに対処するためのより簡素な代替策を検討するとしたが、結局 UBIT
型の課税は導⼊されないまま今⽇に⾄っている（Australian Government, The Treasury, 2013）。5 
 
6.3 包括免税主義の存続とその含意 
 この UBIT 導⼊⾒送りの背景には、団体単位の包括的⾮課税がもたらす⾏政の簡素性という利点に加え、
多くのチャリティが⼩規模であり、UBIT 導⼊による税収効果が限定的であるとの評価があった
（McGregor-Lowndes, Turnour and Turnour, 2011）。他⽅、消費税に相当する物品サービス税（GST）
については、チャリティの商業的な供給に対し原則として通常の課税が及ぶ仕組みが採られており、こ
れが所得税段階における競争中⽴性の⽋如を部分的に補完する機能を果たしている点も付⾔しておきた
い。 
 

7. ニュージーランドにおける「専ら」要件と近年の営利競合論の顕在化 

7.1 所得税法 CW42 条の枠組み 
 ニュージーランドでは、2005 年チャリティ法（Charities Act 2005）に基づき登録されたチャリティが
営む事業から⽣じる所得は、当該チャリティがニュージーランド国内においてチャリティ⽬的を遂⾏す
る限りにおいて、所得税法（2007 年）第 CW42 条により⾮課税とされる（Income Tax Act 2007, s 
CW42）。⾮課税の要件として、事業を実質的に⽀配する者が、当該事業から⽣じる⾦額をチャリティ⽬
的以外の私的便益のために流⽤し得ないという「⽀配制限（control restriction）」が課されており、こ
れに違反した場合は当該事業から⽣じる所得全体が課税対象となる（Parry Field Lawyers, 2024）。 
 
7.2 Sanitarium 事案にみる営利競合論の顕在化 
 ニュージーランドは英・⽶・加と同様に⽬的主義的な⾮課税原理を採⽤しているが、興味深いことに、
本稿が対象とする諸国の中では例外的に、⽇本の「⺠業圧迫論」に類する社会的批判が近年顕在化して
いる数少ない事例でもある。セブンスデー・アドベンチスト教会傘下のサニタリアム・ヘルス・アン

 
5オーストラリアで 2008 年にラッド労働党政権が財務省⻑官ケン・ヘンリー（Ken Henry）の下で⽴ち上げ、2010 年に最終報告書
（138 の提⾔）を公表した包括的な税制改⾰の再検討（「オーストラリアの将来の税制レビュー」）。⾮営利セクターにおける課
税優遇措置の⾒直しや⾮関連事業課税（UBIT）検討の契機となった。 
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ド・ウェルビーイング社（Sanitarium Health & Wellbeing）は、朝⾷⽤シリアル「Weet-Bix」等の製
造・販売により国内シリアル市場の約 35％のシェアを占め、上場企業である競合ケロッグ社（約 23％）
を上回るが、チャリティとしての地位により法⼈税を負担していない（NZ Herald, 2024）。競合他社か
らは、この⾮課税措置が不公正な競争優位をもたらしているとの批判が 2000 年代初頭の議会提出資料等
を通じて繰り返し提起されてきた（NZ Herald, 2024）。 
 2024 年 12 ⽉、財務⼤⾂ニコラ・ウィリスはチャリティの課税範囲の⾒直しに着⼿する⽅針を表明し、
内国歳⼊庁（IRD）は 2025 年 2 ⽉ 24 ⽇に討議⽂書「Taxation and the not-for-profit sector」を公表し
た（Inland Revenue, 2025）。その背景には、チャリティ・サービスの年次報告（2023/24 年度）におい
て、登録チャリティの総収⼊ 273 億 4,000 万ニュージーランドドルに対し総⽀出 252 億 8,000 万ニュー
ジーランドドルと、差引き約 20 億ニュージーランドドルの「利益」が課税対象外となっている実態が⽰
されたことがある（RNZ, 2025）。この⾒直し論議においては、⽬的外の商業活動を⾮課税対象から除外
する英国型の仕組みや、⾮関連事業所得に課税する⽶国型の UBIT 等、諸外国の制度が⽐較対象として参
照された（RNZ, 2025）。 
 もっとも、2025 年 3 ⽉ 31 ⽇に締め切られた意⾒公募には 901 件の書⾯意⾒が寄せられ、その 86％が
チャリティの事業所得に対する⾮課税措置の撤廃に反対した（NZ Herald, 2025）。政府は同年 4 ⽉、
2025 年度予算での実施を⾒送る旨を表明し、さらに 2025 年 11 ⽉ 12 ⽇には、チャリティの事業所得へ
の課税計画そのものを断念すると発表した（LawNews, 2025）。断念の理由としては、制度設計が過度
に複雑となること、および当初最⼤ 4 億ニュージーランドドルと⾒積もられた増収効果が、精査の結果
⾼々5,000 万ニュージーランドドル程度にとどまると⾒直されたことが挙げられている（NZ Herald, 
2025）。政府は今後、新たな課税ではなく現⾏規則の執⾏強化によって対応する⽅針であり、寄附者が
⽀配するチャリティ（donor-controlled charities）に対する最低分配義務等の規律については、引き続
き検討課題とされている（LawNews, 2025; NZ Herald, 2025）。 
 
7.3 制度的含意 
 ニュージーランドの事例は、⽬的主義という動的な基準を採⽤する国であっても、⾮課税要件（「専
ら」の解釈や⽀配制限の実効性）の運⽤や、財務情報の開⽰⽔準次第では営利競合論が先鋭化しうるこ
とを⽰す点で⽰唆に富む。同時に、2025 年の⾒直しが⽴法に⾄らず断念された経緯は、オーストラリア
における UBIT 導⼊の頓挫と同様、営利競合論が政治的争点にまで⾼まった場合であっても、制度設計
の複雑さ、増収効果の限定性、そしてセクター側の反発により、制度変更が容易には実現しないことを
⽰している。この点は、制度の「型」（⾏為主義か⽬的主義か）そのものよりも、その運⽤と情報公開
の在り⽅こそが営利競合論の⾏⽅を左右しうるという、本稿の⽐較分析にとって重要な視点を提供す
る。 
 

8. まとめ 

8.1 判断基準の相違 
 ⽇・英・⽶・加・豪・NZ6 カ国の⽐較から浮き彫りになるのは、⾮営利組織による「事業」の捉え⽅
の相違である。英⽶は「⽬的主義」⼜は「関連性主義」に⽴脚しており、事業の外形（何を売っている
か）ではなく、事業の⽂脈（なぜ⾏うか、⽬的にどう資するか）を評価の軸に置く。カナダ・ニュージ
ーランドも、程度の差はあれ同様に⽬的や関連性を軸とした判断枠組みを採⽤しており、オーストラリ
アに⾄っては認定を受けたチャリティの所得全体を包括的に⾮課税とする、より徹底した仕組みを採る。
もっとも、前述のニュージーランドの Sanitarium 事案が⽰すように、⽬的主義を採⽤してもなお、⾮課
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税要件の運⽤や情報開⽰の在り⽅次第では営利競合論が先鋭化しうる点には留意を要する。 
 これに対し⽇本は、法⼈税法上の「収益事業 34 業種」に該当するか否かという外形的基準によって課
税可否を判断する。公益認定を受けた公益法⼈については、公益⽬的事業として認定された範囲でこの
34 業種課税が⾮課税となる「公益⽬的事業⾮課税」の枠組みが存在するが、その適⽤対象は公益認定を
受けた法⼈に限られ、認定を受けていない⼀般社団・財団法⼈には及ばない。また、公益認定の取得⼿
続き⾃体が⾮常に煩雑である上、実施する収益事業を「公益⽬的事業」として認定してもらうためのハ
ードルが極めて⾼いという実務上の⼤きな課題も存在する。 
 
8.2 制度設計の含意 

以上の⽐較分析から得られる論点は、⽇本の「⾏為主義」それ⾃体が競争公平性の理念と無縁であったわ
けではなく、むしろ 1950 年の制度創設時にはその理念を体現するものであった、という事実である。今
⽇の営利競合論の焦点は、事業の「⽬的への寄与」を継続的に評価する動的な仕組み（英国の Primary 
Purpose Trading、⽶国の UBIT、カナダの関連事業法理等）と、あらかじめ定められた業種リストへの形
式的該当性で判断する静的な仕組みとの間の設計上の違いに求められるべきであろう。この点の当否を評
価することは本稿の射程を超えるが、少なくとも、⽇本の制度を「競争公平性の発想を⽋いた特異な制
度」と単純に位置づけることは、その沿⾰に照らして正確ではないという事実を、本稿の結論として指摘
しておきたい。 
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